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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第７期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について、第７期及び第８期中においては、１株当たり中間(当期)純損失が

計上されていることから、記載しておりません。 

４ 「従業員数」の(外書)は、臨時従業員の期中平均雇用人員であります。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  １月31日 

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  １月31日 

自 平成18年
  ８月１日 
至 平成19年 
  １月31日 

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  ７月31日 

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  ７月31日 

売上高 (千円) 495,421 613,858 749,147 1,102,699 1,319,020

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) 78,225 41,637 △82,369 113,921 8,902

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 49,954 20,841 △81,456 54,785 △26,245

純資産額 (千円) 1,602,143 1,762,870 1,739,691 1,596,719 1,741,007

総資産額 (千円) 1,783,134 2,199,906 1,953,084 1,990,638 1,972,396

１株当たり純資産額 (円) 17,080.79 18,373.95 17,668.08 17,005.02 17,743.73

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間(当期)
純損失(△) 

(円) 538.35 219.58 △843.68 587.16 △274.88

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) 510.91 213.41 ― 559.05 ―

自己資本比率 (％) 89.8 80.1 87.7 80.2 86.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △20,825 25,373 △90,709 61,182 △51,766

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 41,544 20,746 △313,382 △168,543 9,675

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 152,014 131,975 73,718 359,707 △63,458

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

(千円) 1,010,646 1,270,302 657,951 1,090,415 985,688

従業員数 (名) 30(2) 65(3) 144(2) 31(1) 119(3)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 「売上高」には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、第７期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益について、第７期及び第８期中においては、中間(当期)純損失が計上されて

いることから、記載しておりません。 

４ 「従業員数」の(外書)は、臨時従業員の期中平均雇用人員であります。 

  

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期 

会計期間 

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  １月31日 

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  １月31日 

自 平成18年
  ８月１日 
至 平成19年 
  １月31日 

自 平成16年 
  ８月１日 
至 平成17年 
  ７月31日 

自 平成17年
  ８月１日 
至 平成18年 
  ７月31日 

売上高 (千円) 492,222 507,094 574,615 1,085,502 1,062,960

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) 84,438 38,809 △61,744 114,406 9,335

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△) 

(千円) 52,796 21,419 △71,217 47,237 △34,959

資本金 (千円) 684,975 775,631 814,962 688,890 777,941

発行済株式総数 (株) 93,798 96,177 97,215 93,897 96,303

純資産額 (千円) 1,625,758 1,776,578 1,727,191 1,609,945 1,710,653

総資産額 (千円) 1,791,864 2,151,876 1,904,962 1,988,854 1,917,881

１株当たり純資産額 (円) 17,332.55 18,516.83 17,809.40 17,145.86 17,788.63

１株当たり中間(当期)
純利益又は中間(当期)
純損失(△) 

(円) 568.98 225.67 △737.64 506.26 △366.14

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益 

(円) 539.97 219.33 ― 482.02 ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 90.7 82.6 90.7 80.9 89.1

従業員数 (名) 30(2) 34(2) 39(2) 31(1) 41(2)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更は、

ありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動は、ありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 「従業員数」の(外書)は、臨時従業員の期中平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いています。 

４ 全社(共通)は、経理及び法務等の管理部門の従業員であります。 

５ 前連結会計年度末に比べ従業員数が25名増加しておりますが、主としてDELIVERY VIETNAM CO., LTD.及びDELIVERY THAI 

CO., LTD.が新たに従業員を雇用したことによるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 「従業員数」の(外書)は、臨時従業員の期中平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係については、円滑な関係にあり、特記すべき事項は、ありませ

ん。 

  

平成19年１月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

サービス開発事業 11(2) 

コンテンツ事業 12(0) 

システムコンサルティング事業 112(0) 

全社(共通) 9(0) 

合計 144(2) 

平成19年１月31日現在

従業員数(名) 39(2) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間に、当社グループは、サービス開発事業において、携帯電話向けバーコードリーダーを中心

にモバイル機器向けソフトウェアのライセンス販売を行いました。また、コンテンツ事業において、主に携帯電話

向け有料コンテンツ配信による売上を実現しました。さらに、システムコンサルティング事業においては、既存ク

ライアントに対するサービス提供に加え、新規のシステムコンサルティング業務による売上を実現したほか、前連

結会計年度に新たに議決権の50.7％を取得した子会社「株式会社デリバリー」を通じて複数の新規業務を開始した

こと等により、売上の拡大を実現しました。また、将来予想される市場及び技術トレンドの変化に対応し、安定し

た売上と競争力を確保していくため、先行投資的な研究開発体制の整備を進めました。その結果、当中間連結会計

期間の売上高は、749,147千円(前年同期比22.0％増)、経常損失は、82,369千円(前年同期は、41,637千円の経常利

益)、中間純損失は、81,456千円(前年同期は、20,841千円の中間純利益)となりました。 

  

(サービス開発事業) 

サービス開発事業においては、主にモバイル機器、特に携帯電話向けアプリケーションソフトウェアのライセ

ンス販売を行いました。当中間連結会計期間においては、携帯電話に組込まれたカメラで２次元コードほか各種

バーコード等の高速読取りを可能にする「CamReader」テクノロジーに基づく組込み型ソフトウェアの開発・供給

体制をさらに強化したほか、新たなアプリケーションプログラムの開発を行い、主要な携帯電話メーカや通信事

業者等に対し、アプリケーションソフトウェアのライセンス販売を行いました。その結果、同事業の当中間連結

会計期間の売上高は、154,101千円(前年同期比9.6％減)、営業利益は、14,852千円(前年同期比77.1％減)となり

ました。 

  

(コンテンツ事業) 

コンテンツ事業においては、収益の中心となる携帯電話向け有料コンテンツ配信サービスの基盤整備を行い

ました。有料コンテンツ配信サービスにおいて、継続的なリニューアル等により、引き続き安定的な売上を達

成したほか、携帯電話向け音楽配信サービスに特化した季刊のフリーペーパー「うたフルぼん」第７号、第８

号を発行し、さらなる事業拡大のための事業基盤を強化しました。その結果、同事業の当中間連結会計期間の

売上高は、344,613千円(前年同期比37.4％増)、営業利益は、39,348千円(前年同期比32.5％増)となりました。

  



(システムコンサルティング事業) 

システムコンサルティング事業においては、前連結会計年度より連結決算対象とした子会社「株式会社デリバ

リー」を通じて複数の新たなクライアント向け業務を開始したこと等により、売上基盤の拡大を実現しました。

また、当中間連結会計期間においては、既存クライアント向けサービスに加え、新たなクライアント向けにシス

テムコンサルティングサービスを提供しました。また、将来予想される市場及び技術トレンドの変化に対応し、

安定した売上と競争力を確保してゆくため、先行投資的な研究開発体制の整備を進めました。その結果、同事業

の当中間連結会計期間の売上高は、250,433千円(前年同期比30.0％増)、営業損失は、10,540千円(前年同期は、

49,906千円の営業利益)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」)は、期首に比べ327,737千円減少し、当中間連結

会計期間末には657,951千円(前中間連結会計期間は、1,270,302千円)となりました。 

また、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次の通りであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、90,709千円の支出(前中間連結会計期間は、25,373千円の収入)となり

ました。これは、主として税金等調整前中間純損失を92,235千円計上したこと、たな卸資産が33,552千円増加し

たことによるものです。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、313,382千円の支出(前中間連結会計期間は、20,746千円の収入)となり

ました。これは、主として投資有価証券を169,418千円購入したこと、保険の積立のため101,313千円を支出した

ことによるものです。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、73,718千円の収入(前連結会計期間は、131,975千円の収入)となりまし

た。これは、株式の発行により73,718千円の収入を得たことによるものです。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループは、生産に関する事項は、ありません。 

  

(2) 受注実績 

当社グループは、受注に関する事項は、ありません。 

  



(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りであります。 

  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約及び契約の重要な変更並びに解約はありませ

ん。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありませんが、営業活動及びソフト開発を通じて、ノウハウの蓄積及び開発環境の合理化を進めてお

ります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同期比(％) 

サービス開発事業 154,101 △9.6 

コンテンツ事業 344,613 ＋37.4 

システムコンサルティング事業 302,005 ＋40.5 

消去又は全社 △51,571 ＋130.3 

合計 749,147 ＋22.0 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

株式会社ＮＴＴドコモ 79,616 13.0 147,515 19.7 

アクセンチュア株式会社 40,909 6.7 110,003 14.7 

ＫＤＤＩ株式会社 122,975 20.0 92,609 12.4 

京セラコミュニケーションシス
テム株式会社 

36,431 5.9 82,187 11.0 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な

変更及び重要な設備計画の完了はありません。また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の

新設、除却等の計画はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 提出日現在の発行数には、平成19年３月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により発行された株式

数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

(第３回新株予約権) 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 300,000

計 300,000

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成19年１月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年３月30日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 97,215 97,215
東京証券取引所
(マザーズ) 

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式 

計 97,215 97,215 ― ― 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個)      71 (注) ２,４ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)      213 (注) ４,７ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



(第４回新株予約権) 

  

  

(第５回新株予約権) 

  

  

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成15年12月１日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個)      184 (注) ２,４ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)      552 (注) ４,７ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 36,667 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 36,667
資本組入額 18,334 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年３月２日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個)    30 (注) ２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)    90 (注) ７ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 89,000 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 89,000
資本組入額 44,500 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



(第６回新株予約権) 

  

  

(第７回新株予約権) 

  

  

株主総会の特別決議日(平成15年10月28日)・取締役会決議日(平成16年６月16日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個)      53 (注) ２,４      45 (注) ２,４ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)      159 (注) ４,７     135 (注) ４,７ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり290,667 (注) ３,７ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年11月４日～
平成25年10月28日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 290,667
資本組入額 145,334 (注) ７ 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成16年11月12日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個)      858 (注) １,４     823 (注) １,４ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)   858 (注) ４   823 (注) ４ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり217,000 (注) ３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年11月２日～
平成26年10月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 217,000
資本組入額 108,500  

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

― ― 



(第８回新株予約権) 

  

(注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、１株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新

株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとし

ます。 

２ 新株予約権１個当たりの目的となる株式の数は、３株であります。ただし、当社が株式の分割又は併合を行う場合、本新

株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整し、調整により生ずる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとし

ます。 

３ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数はこれを切り上げるものとします。 

また、時価を下回る価額で新株を発行又は自己株式を処分する場合(新株予約権の行使及び平成14年４月１日改正前商

法に定める新株引受権証券に基づく新株引受権の行使により新株式を発行又は自己株式を移転する場合を除く。) は、次

の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。 

４ 新株予約権の数は、定時株主総会決議における新株予約権発行予定数から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予

約権の数を減じております。これに伴い、新株予約権の目的となる株式の数も減じております。 

５ 新株予約権の行使の条件は、次の通りであります。 

(1) 対象者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員

又は派遣社員であることを要し、当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣

社員の地位を喪失した場合には、未行使の新株予約権を行使できないものとします。ただし、対象者がその地位を喪

失後、引き続き当社もしくは当社子会社の取締役、監査役、使用人又は業務委託契約社員又は派遣社員の地位を取得

した場合には、新株予約権の行使が可能であるものとします。 

(2) 新株予約権の質入その他の処分及び相続は認めないものとします。 

(3) その他の権利行使の条件等は、「新株予約権割当契約」に定めるところによります。 

６ 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要するものとします。 

７ 平成16年９月17日をもって株式の分割(１：３)を行ったことに伴い、新株予約権の目的となる株式の数、払込金額、発行

価格及び資本組入額がそれぞれ調整されております。 

  

株主総会の特別決議日(平成16年10月26日)・取締役会決議日(平成17年９月20日) 

  
中間会計期間末現在
(平成19年１月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年２月28日) 

新株予約権の数(個)      328 (注) １,４     319 (注) １,４ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)   328 (注) ４   319 (注) ４ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり205,000 (注) ３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年11月２日～
平成26年10月24日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 205,000
資本組入額 102,500 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注) ６ 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

－ － 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 新株式発行前の時価 

        既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項は、ありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(5) 【大株主の状況】 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年８月１日～ 
平成19年１月31日 

912 97,215 37,020 814,962 37,744 948,203 

平成19年１月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

西 尾 直 紀 東京都港区 32,482 33.41

根 津 康 洋 東京都三鷹市 6,840 7.04

バンダイネットワークス株式会
社 東京都港区東新橋一丁目６番１号 2,895 2.98

東映アニメーション株式会社 東京都練馬区東大泉二丁目10番５号 1,440 1.48

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインターナショナルリミ
テッド 

東京都渋谷区恵比須四丁目20番３号
常任代理人 モルガン・スタンレー証券株
式会社 

1,281 1.32

松 田 進 也 東京都練馬区 1,196 1.23

前 田 英 仁 東京都港区 1,125 1.16

江 口 郁 子 東京都港区 964 0.99

池 田 礁 一 東京都渋谷区 830 0.85

有限会社ジャングルラボ 東京都渋谷区恵比寿西二丁目６番11号 640 0.66

計 ― 49,693 51.12



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) １ 「完全議決権株式(自己株式等)」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が18株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日(平成18年10月30日)後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は

ありません。 

  

平成19年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式)  
普通株式 233 ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 96,982 96,982
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式 

発行済株式総数 97,215 ― ― 

総株主の議決権 ― 96,982 ― 

平成19年１月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合(％) 

(自己保有株式)     

株式会社メディアシーク 
東京都港区麻布台二丁目３
番５号 

233 ― 233 0.24 

計 ― 233 ― 233 0.24 

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月

最高(円) 83,800 142,000 121,000 121,000 109,000 105,000

最低(円) 63,000 83,300 83,000 87,700 93,100 84,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年８月１日から平成19年１月31日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年８月１日から平成19年１月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年８月１日から平成19年１月31日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)及び当中間会計期間(平成18年８月１日から平成19年１月31日まで)の

中間財務諸表について、優成監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,120,622 547,602   875,586 

２ 受取手形及び売
掛金 

    256,782 325,666   313,008 

３ 有価証券     147,264 110,329   109,840 

４ たな卸資産     41,060 58,179   24,627 

５ 繰延税金資産     3,844 4,516   2,509 

６ その他     19,144 19,001   39,783 

  貸倒引当金     △1,961 △2,674   △2,422 

流動資産合計     1,586,757 72.1 1,062,622 54.4   1,362,933 69.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１   37,951 1.7 53,379 2.7   42,270 2.1

２ 無形固定資産           

(1)連結調整勘定     13,923 ―   12,376 

(2)のれん     ― 28,279   ― 

(3)その他     9,533 10,107   35,474 

無形固定資産 
合計 

    23,457 1.1 38,387 2.0   47,851 2.4

３ 投資その他の資
産 

          

(1)投資有価証券     461,108 610,798   423,387 

(2)長期滞留債権     148,639 148,639   148,639 

(3)保険積立金     ― 101,313   ― 

(4)繰延税金資産     67,590 59,207   69,170 

(5)その他     22,187 26,523   25,930 

  貸倒引当金     △147,787 △147,787   △147,787 

投資その他の 
資産合計 

    551,739 25.1 798,695 40.9   519,341 26.4

固定資産合計     613,148 27.9 890,462 45.6   609,462 30.9

資産合計     2,199,906 100.0 1,953,084 100.0   1,972,396 100.0
            



  

  

    
前中間連結会計期間末
(平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     135,581 161,373   169,693 

２ 短期借入金     200,000 ―   ― 

３ その他     65,000 52,018   61,695 

流動負債合計     400,581 18.2 213,392 10.9   231,389 11.7

負債合計     400,581 18.2 213,392 10.9   231,389 11.7

            

(少数株主持分)           

 少数株主持分     36,454 1.7 ― ―   ― ―

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     775,631 35.2 ― ―   ― ―

Ⅱ 資本剰余金     908,148 41.3 ― ―   ― ―

Ⅲ 利益剰余金     104,945 4.8 ― ―   ― ―

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    13,728 0.6 ― ―   ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定     94 0.0 ― ―   ― ―

Ⅵ 自己株式     △39,678 △1.8 ― ―   ― ―

資本合計     1,762,870 80.1 ― ―   ― ―

負債、少数株主
持分及び資本合
計 

    2,199,906 100.0 ― ―   ― ―

            

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金     ― ― 814,962 41.7   777,941 39.4

２ 資本剰余金     ― ― 948,203 48.5   910,458 46.2

３ 利益剰余金     ― ― △23,597 △1.2   57,858 2.9

４ 自己株式     ― ― △39,678 △2.0   △39,678 △2.0

株主資本合計     ― ― 1,699,889 87.0   1,706,581 86.5

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券
評価差額金 

    ― ― 12,551 0.6   △2,138 △0.1

２ 為替換算調整勘
定 

    ― ― 1,044 0.1   197 0.0

評価・換算差額
等合計 

    ― ― 13,595 0.7   △1,940 △0.1

Ⅲ 新株予約権           

１ 新株引受権     ― ― ― ―   1,700 0.1

新株予約権合計     ― ― ― ―   1,700 0.1

Ⅳ 少数株主持分     ― ― 26,205 1.4   34,667 1.8

純資産合計     ― ― 1,739,691 89.1   1,741,007 88.3

負債・純資産合
計 

    ― ― 1,953,084 100.0   1,972,396 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     613,858 100.0 749,147 100.0   1,319,020 100.0

Ⅱ 売上原価     447,445 72.9 644,083 86.0   1,065,481 80.8

売上総利益     166,412 27.1 105,063 14.0   253,538 19.2
Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   148,652 24.2 193,745 25.8   291,156 22.1

営業利益又は営業
損失(△) 

    17,760 2.9 △88,681 △11.8   △37,618 △2.9

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   1,533   804 1,283   

２ 受取配当金   1,141   220 1,182   
３ 投資有価証券売
却益 

  15,989   ― 36,594   

４ 複合金融商品評
価益 

  ―   3,284 ―   

５ 保険解約益   7,922   ― 10,957   

６ 為替差益   ―   2,134 ―   

７ その他   956 27,543 4.5 189 6,633 0.9 1,736 51,755 3.9

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   1,401   ― 1,845   

２ 新株発行費   1,543   ― 1,597   

３ 株式交付費   ―   321 ―   

４ 為替差損   ―   ― 880   

５ その他   720 3,665 0.6 0 321 0.1 910 5,234 0.3
経常利益又は経常
損失(△) 

    41,637 6.8 △82,369 △11.0   8,902 0.7

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※２ 46   ― 46   
２ 新株予約権戻入
益 

  ― 46 0.0 975 975 0.1 ― 46 0.0

Ⅶ 特別損失           
１ 投資有価証券評
価損 

  ―   10,000 18,600   

２ 固定資産除却損 ※３ 847   25 847   

３ 固定資産売却損 ※４ ―   ― 106   

４ リース解約損   ―   814 ―   

５ 商品評価損   ― 847 0.1 ― 10,840 1.4 859 20,413 1.6
税金等調整前中間
純利益又は税金等
調整前中間(当期)
純損失(△) 

    40,837 6.7 △92,235 △12.3   △11,464 △0.9

法人税、住民税及
び事業税 

  16,678   655 2,681   

法人税等調整額   890 17,568 2.9 △2,149 △1,494 △0.2 11,558 14,239 1.1
少数株主利益又は
少数株主損失(△) 

    2,427 0.4 △9,284 △1.2   541 0.0

中間純利益又は中
間(当期)純損失
(△) 

    20,841 3.4 △81,456 △10.9   △26,245 △2.0

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   819,804 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 増資による新株式の発行   88,344 88,344 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   908,148 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   84,104 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間純利益   20,841 20,841 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   104,945 

      



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年７月31日残高(千円) 777,941 910,458 57,858 △39,678 1,706,581

中間連結会計期間中の変動額     

新株の発行 37,020 37,744 ― ― 74,764

中間純損失(△) ― ― △81,456 ― △81,456

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円) 37,020 37,744 △81,456 ― △6,691

平成19年１月31日残高(千円) 814,962 948,203 △23,597 △39,678 1,699,889

  

評価・換算差額等 新株予約権

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

新株引受権
新株予約権
合計 

平成18年７月31日残高(千円) △2,138 197 △1,940 1,700 1,700 34,667 1,741,007

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 74,764

中間純損失(△) ― ― ― ― ― ― △81,456

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額(純額) 14,690 846 15,536 △1,700 △1,700 △8,461 5,375

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円) 14,690 846 15,536 △1,700 △1,700 △8,461 △1,315

平成19年１月31日残高(千円) 12,551 1,044 13,595 ― ― 26,205 1,739,691



前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  

  

  

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年７月31日残高(千円) 688,890 819,804 84,104 ― 1,592,799

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 89,050 90,654 ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― △26,245 ― △26,245

自己株式の取得 ― ― ― △39,678 △39,678

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 89,050 90,654 △26,245 △39,678 113,781

平成18年７月31日残高(千円) 777,941 910,458 57,858 △39,678 1,706,581

  

評価・換算差額等 新株予約権

少数株主 
持分 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

新株引受権
新株予約権
合計 

平成17年７月31日残高(千円) 3,920 ― 3,920 3,305 3,305 13,955 1,613,980

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― ― ― ― ― △26,245

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △39,678

株主資本以外の項目の 
連結会計年度中の変動額(純額) △6,059 197 △5,861 △1,605 △1,605 20,711 13,244

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) △6,059 197 △5,861 △1,605 △1,605 20,711 127,026

平成18年７月31日残高(千円) △2,138 197 △1,940 1,700 1,700 34,667 1,741,007



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 税金等調整前中間純利益
又は税金等調整前中間
(当期)純損失(△) 

 40,837 △92,235 △11,464 

２ 減価償却費  9,078 11,167 19,708 

３ 連結調整勘定償却額  1,547 ― 3,094 

４ のれん償却額  ― 3,347 ― 

５ 貸倒引当金の増減(△)額  134 252 595 

６ 受取利息及び配当金  △2,674 △1,023 △2,466 

７ 支払利息  1,401 ― 1,845 

８ 投資有価証券売却益  △15,989 ― △36,594 

９ 複合金融商品評価益  ― △3,284 ― 

10 新株発行費  1,543 ― 1,597 

11 株式交付費  ― 321 ― 

12 新株予約権戻入益  ― △975 ― 

13 固定資産除却損  847 25 847 

14 固定資産売却益  △46 ― △46 

15 固定資産売却損  ― ― 106 

16 投資有価証券評価損  ― 10,000 18,600 

17 保険解約益  △7,922 ― △10,957 

18 為替差損益(△)  △502 △1,726 643 

19 自己株式取得手数料  283 ― 283 

20 売上債権の増(△)減額  18,318 △12,362 △20,611 

21 たな卸資産の増(△)減額  △22,112 △33,552 △5,679 

22 前渡金の増(△)減額  △352 851 △1,565 

23 仕入債務の増減(△)額  38,771 △8,319 58,543 

24 未払消費税等の増減(△)
額 

 7,201 △4,227 5,073 

25 外形標準課税に係る未払
事業税の増減(△)額 

 △2,511 2,185 △2,844 

26 その他資産の増(△)減額  △4,313 12,039 △4,237 

27 その他負債の増減(△)額  △1,231 5,223 △4,692 

小計  62,305 △112,291 9,778 

28 利息及び配当金の受取額  1,209 1,010 2,466 

29 利息の支払額  △1,363 ― △1,597 

30 法人税等の支払額  △36,778 ― △62,414 

31 法人税等の還付額  ― 20,570 ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 25,373 △90,709 △51,766 

     



  

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日)

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 有形固定資産の取得によ
る支出 

 △8,048 △19,782 △18,620 

２ 有形固定資産の売却によ
る収入 

 311 ― 136 

３ 無形固定資産の取得によ
る支出 

 △791 △22,351 △13,052 

４ 投資有価証券の取得によ
る支出 

 △268,115 △169,418 △426,308 

５ 投資有価証券の売却によ
る収入 

 223,754 60 394,921 

６ 敷金保証金の増加による
支出 

 △521 △578 △4,734 

７ 敷金保証金の返還による
収入 

 2,456 ― 1,221 

８ 保険の解約による収入  71,701 ― 76,111 

９ 保険の積立による支出  ― △101,313 ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 20,746 △313,382 9,675 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１ 短期借入金の返済による
支出 

 ― ― △200,000 

２ 株式の発行による収入  172,302 73,718 176,868 

３ 株式の発行による支出  △366 ― △366 

４ 自己株式の取得による支
出 

 △39,961 ― △39,961 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 131,975 73,718 △63,458 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

 643 2,636 △325 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
(△)額 

 178,738 △327,737 △105,875 

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現
金同等物の増加額 

 1,148 ― 1,148 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首
残高 

 1,090,415 985,688 1,090,415 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末(期末)残高 

※１ 1,270,302 657,951 985,688 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結してお

ります。 

連結子会社の数 ３社 

連結子会社の名称 

スタートメディアジャパン㈱ 

㈱デリバリー 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD. 

  

㈱デリバリーについては、当

中間連結会計期間中に第三者割

当増資を引き受け、議決権の

50.7％を取得したため、連結の

範囲に含めております。 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD.

については、当中間連結会計期

間において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結してお

ります。 

連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

スタートメディアジャパン㈱ 

㈱デリバリー 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD. 

DELIVERY THAI CO., LTD. 

１ 連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結してお

ります。 

連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

スタートメディアジャパン㈱ 

㈱デリバリー 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD. 

DELIVERY THAI CO., LTD. 

  

㈱デリバリーについては、当

連結会計年度中に第三者割当増

資を引き受け、議決権の50.7％

を取得したため、連結の範囲に

含めております。 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD.

及びDELIVERY THAI CO., LTD.に

ついては、当連結会計年度にお

いて新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

該当する関連会社は、ありま

せん。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

スタートメディアジャパン㈱

の中間決算日は、中間連結決算

日と一致しております。 

  

中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等 

㈱デリバリーの中間決算日

は、８月31日であります。中間

連結財務諸表の作成に当たって

は、中間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD.

の中間決算日は、12月31日であ

ります。中間連結財務諸表の作

成に当たっては、中間決算日現

在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、中間連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整

を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

スタートメディアジャパン㈱

及び㈱デリバリーの中間決算日

は、中間連結決算日と一致して

おります。 

  

中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD.

及びDELIVERY THAI CO., LTD.の

中間決算日は、12月31日であり

ます。中間連結財務諸表の作成

に当たっては、中間決算日現在

の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、中間連結決算日ま

での期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整

を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

スタートメディアジャパン㈱

及び㈱デリバリーの決算日は、

連結決算日と一致しておりま

す。 

なお、㈱デリバリーについて

は、当連結会計年度より決算日

を７月31日に変更しておりま

す。 

  

決算日が連結決算日と異なる場

合の内容等 

㈱デリバリーは、連結財務諸

表の作成に当たり、連結決算日

現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。 

DELIVERY VIETNAM CO., LTD.

及びDELIVERY THAI CO., LTD.の

決算日は、６月30日でありま

す。連結財務諸表の作成に当た

っては、決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、

連結決算日までの期間に発生し

た重要な取引については、連結

上必要な調整を行っておりま

す。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法 

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法 

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定) 

なお、組込デリバティ

ブを区分して測定するこ

とができない複合金融商

品は、全体を時価評価

し、評価差額を当中間連

結会計期間の損益に計上

しております。ただし、

全体のリスクが高くない

と判断した複合金融商品

の評価差額は、純資産の

部に計上しております。

４ 会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

①有価証券 

ａその他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 

ａ商品 

移動平均法による原価法 

ｂ仕掛品 

個別法による原価法 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

ｂ仕掛品 

同左 

②たな卸資産 

ａ商品 

同左 

ｂ仕掛品 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物及び構築物 

８～15年 

器具備品 

４～８年 

ただし、建物(建物附属設

備は除く)は、定額法を採用

しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

専用実施権 ８年 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

②無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

のれん   ５年 

専用実施権 ８年 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

②無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

専用実施権 ８年 

ただし、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(4)中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、子会社の中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含

めております。 

(4)中間連結財務諸表の作成の基礎

となった連結会社の中間財務諸

表の作成に当たって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、子会社の中間決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換

算調整勘定及び少数株主持分に

含めております。 

(4)連結財務諸表の作成の基礎とな

った連結会社の財務諸表の作成

に当たって採用した重要な外貨

建の資産又は負債の本邦通貨へ

の換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めてお

ります。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

(5)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

(5)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

(5)その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日又は償還

日の到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期投資からなっ

ております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日又は償還日の

到来する流動性の高い、容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない短期投資からなってお

ります。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 

  

―――――――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 

  

―――――――――――― 

  

―――――――――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等) 

当連結会計年度から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号)を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、1,704,640千円

であります。 
連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結貸借対

照表の「純資産の部」については、

改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。 

  

―――――――――――― 

  

―――――――――――― 

(自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準等の一部改正) 

当連結会計年度から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 最終改正平成17年12月27日

企業会計基準第１号)及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 最終改正平成17年12月27

日 企業会計基準適用指針第２号)

を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(企業結合に係る会計基準等) 

当中間連結会計期間から「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議

会 平成15年10月31日)及び「事業

分離等に関する会計基準」(企業会

計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」(企業会計基

準委員会 最終改正平成18年12月22

日 企業会計基準適用指針第10号)

を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 
中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は、以下の通りであります。 
(中間連結貸借対照表) 
「連結調整勘定」は、当中間連

結会計期間から「のれん」として

表示しております。また、営業権

として無形固定資産の「その他」

に含めていた資産は、のれんに含

めて表示しております。 
(中間連結キャッシュ・フロー計算

書) 
「連結調整勘定償却額」は、当

中間連結会計期間から「のれん償

却額」として表示しております。

また、営業権の償却額として減価

償却費に含めていた費用は、のれ

ん償却額に含めて表示しておりま

す。 

  

―――――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い) 

当中間連結会計期間より「繰延資

産の会計処理に関する当面の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成18

年８月11日 実務対応報告第１号)

を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 
中間連結財務諸表規則の改正によ

る中間連結財務諸表の表示に関する

変更は、以下の通りであります。 
(中間連結損益計算書) 
「新株発行費」は、当中間連結

会計期間から「新株交付費」とし

て表示しております。 
(中間連結キャッシュ・フロー計算

書) 
「新株発行費」は、当中間連結

会計期間から「新株交付費」とし

て処理しております。 

  

―――――――――――― 



表示方法の変更 

  

  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

  

―――――――――――― 

(中間連結損益計算書) 

前中間連結会計期間においては、営業外収益の「そ

の他」につきその内訳を表示しておりませんでした

が、「為替差益」が営業外収益の100分の10超となった

ため当中間連結会計期間より区分掲記しております。

なお、前中間連結会計期間における「為替差益」の金

額は538千円であります。 

前中間連結会計期間末 
(平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年７月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

93,179千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

109,819千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

100,987千円 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

  
役員報酬 33,000千円
給与 30,534千円
支払手数料 32,473千円
貸倒引当金繰入額 1,793千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

  
役員報酬 32,253千円
給与 44,081千円
支払手数料 26,931千円
広告宣伝費 27,832千円
貸倒引当金繰入額 2,418千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目 

  
役員報酬 62,488千円 
給与 63,580千円 
支払手数料 53,931千円 
貸倒引当金繰入額 2,254千円 

※２ 固定資産売却益の内訳 

  
器具備品 46千円
合計 46千円

※２ 固定資産売却益の内訳 

  

―――――――――――― 

※２ 固定資産売却益の内訳 

  
器具備品 46千円 
合計 46千円 

※３ 固定資産除却損の内訳 

  
ソフトウェア 847千円
合計 847千円

※３ 固定資産除却損の内訳 

  
器具備品 25千円
合計 25千円

※３ 固定資産除却損の内訳 

  
ソフトウェア 847千円 
合計 847千円 

※４ 固定資産売却損の内訳 

  

―――――――――――― 

※４ 固定資産売却損の内訳 

  

―――――――――――― 

※４ 固定資産売却損の内訳 

  
器具備品 106千円 
合計 106千円 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

ストック・オプションの行使による増加 912株 

  

２ 自己株式に関する事項 

  

３ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

ストック・オプションの行使による増加 2,406株 

  

２ 自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

市場買付による増加 233株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項は、ありません。 

  

次へ 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間 

連結会計期間末 

普通株式(株) 96,303 912 ― 97,215

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当中間 

連結会計期間末 

普通株式(株) 233 ― ― 233

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 93,897 2,406 ― 96,303

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) ― 233 ― 233

会社名 内訳
当連結会計年度末残高 

(千円) 

㈱メディアシーク 第３回新株引受権 1,700 

連結子会社 ― ― 

合計 1,700 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  
現金及び預金勘定 1,120,622千円
有価証券勘定 147,264千円
流動資産その他に含
まれる預け金勘定 

2,415千円

現金及び現金同等物 1,270,302千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

  
現金及び預金勘定 547,602千円
有価証券勘定 110,329千円
流動資産その他に含
まれる預け金勘定 

18千円

現金及び現金同等物 657,951千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

  

  
現金及び預金勘定 875,586千円
有価証券勘定 109,840千円
流動資産その他に含
まれる預け金勘定 

261千円

現金及び現金同等物 985,688千円

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 2,748千円
１年超 4,400千円

合計 7,148千円

  

―――――――――――― 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 1,249千円
１年超 4,400千円

合計 5,649千円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当中間連結会計期間において貸借対照表上額が取得原価を超える債券には、組込デリバティブと一体処理した複合金融商品

(契約額40,000千円、時価43,284千円)が含まれており、これに係る評価損益3,284千円を中間連結損益計算書の営業外収益に

計上しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

(注) １ 表中の「中間連結貸借対照表計上額」及び「連結貸借対照表計上額」は、減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損10,000千円を計上しております。 

３ 前連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損18,600千円を計上しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

前へ  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年7月31日) 

取得原価
(千円) 

中間連結
貸借対照
表計上額 
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間連結
貸借対照
表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価 
(千円) 

連結貸借
対照表計
上額 
(千円) 

差額
(千円) 

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの 

                  

①株式 240 464 224 ― ― ― ― ― ―

②債券 97,964 102,176 4,212 89,454 100,231 10,777 49,454 51,191 1,737

③その他 101,691 122,157 20,465 239,110 254,786 15,675 51,500 52,710 1,210

小計 199,895 224,798 24,902 328,564 355,018 26,453 100,954 103,901 2,947

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの 

     

①株式 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

②債券 ― ― ― 100,000 98,900 △1,100 40,000 39,796 △204

③その他 155,966 154,210 △1,756 104,286 103,380 △906 222,538 216,190 △6,348

小計 155,966 154,210 △1,756 204,286 202,280 △2,006 262,538 255,986 △6,552

合計 355,862 379,008 23,146 532,851 557,298 24,447 363,492 359,887 △3,605

  前中間連結会計期間末 
(平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年7月31日) 

  中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

連結貸借対照表計上額 

(千円) 

(1)その他有価
証券 

      

①中期国債フ
ァンド 70,287 70,380 70,305 

②野村ＣＲＦ 76,976 39,949 39,535 

③非上場株式 82,100 53,500 63,500 

合計 229,364 163,829 173,340 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

該当事項は、ありません。 複合金融商品の組込デリバティブ

の時価及び評価損益は、「有価証券

関係」に記載しております。 

該当事項は、ありません。 



(ストック・オプション等関係) 

  

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目104,314千円の主な内容は、提出会社本社の業務管理部門等管理部門に係る配賦不

能営業費用であります。 

４ 当中間連結会計期間より、従来、独立掲記しておりました「暗号化コード販売事業」の重要性が減少したことから、当該

事業の詳細内容に基づき、これを「サービス開発事業」及び「コンテンツ事業」に含めることとしました。この結果、

「暗号化コード販売事業」に区分されていた売上高3,991千円が、「コンテンツ事業」に3,991千円配分されております。

また、「暗号化コード販売事業」に区分されていた営業費用2,634千円が、「サービス開発事業」に349千円、「コンテン

ツ事業」に1,756千円及び「消去又は全社」に528千円配分されております。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

―――――――――――― 該当事項は、ありません。 同左 

(単位:千円)

  
サービス開発
事業 

コンテンツ事
業 

システムコン
サルティング
事業 

計
消去又は 
全社 

連結

売上高及び営業損益       

(1)外部顧客に対する売上高 170,440 250,790 192,627 613,858 ― 613,858

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

― ― 22,396 22,396 (22,396) ―

計 170,440 250,790 215,023 636,254 (22,396) 613,858

営業費用 105,578 221,088 165,117 491,783 104,314 596,098

営業利益 64,862 29,702 49,906 144,471 (126,711) 17,760

(1)サービス開発事業・・・・・・・・ 携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・ 携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・ 企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 



当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目80,770千円の主な内容は、提出会社本社の業務管理部門等管理部門に係る配賦不能

営業費用であります。 

  

(単位:千円)

  
サービス開発
事業 

コンテンツ事
業 

システムコン
サルティング
事業 

計
消去又は 
全社 

連結

売上高及び営業損益       

(1)外部顧客に対する売上高 154,101 344,613 250,433 749,147 ― 749,147

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

― ― 51,571 51,571 (51,571) ―

計 154,101 344,613 302,005 800,719 (51,571) 749,147

営業費用 139,248 305,264 312,545 757,058 80,770 837,829

営業利益又は営業損失(△) 14,852 39,348 △10,540 43,660 (132,341) △88,681

(1)サービス開発事業・・・・・・・・ 携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・ 携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・ 企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 



前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

(注) １ 事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な製品・役務 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目153,052千円の主な内容は、提出会社本社の業務管理部門等管理部門に係る配賦不

能営業費用であります。 

４ 当連結会計年度より、従来、独立掲記しておりました「暗号化コード販売事業」の重要性が減少したことから、当該事業

の詳細内容に基づき、これを「サービス開発事業」及び「コンテンツ事業」に含めることとしました。この結果、以下の

点に影響が生じております。 

(1)「暗号化コード販売事業」に区分されていた売上高6,781千円が、「コンテンツ事業」に6,781千円配分されておりま

す。 

(2)「暗号化コード販売事業」に区分されていた営業費用5,940千円が、「サービス開発事業」に597千円、「コンテンツ事

業」に3,469千円及び「消去又は全社」に1,873千円配分されております。 

  

(単位:千円)

  
サービス開発
事業 

コンテンツ事
業 

システムコン
サルティング
事業 

計
消去又は 
全社 

連結

売上高及び営業損益      

(1)外部顧客に対する売上高 393,963 531,186 393,870 1,319,020 ― 1,319,020

(2)セグメント間の内部売上
高又は振替高 

― ― 57,631 57,631 (57,631) ―

計 393,963 531,186 451,501 1,376,651 (57,631) 1,319,020

営業費用 288,589 495,367 419,629 1,203,585 153,052 1,356,638

営業利益又は営業損失(△) 105,374 35,818 31,872 173,065 (210,684) △37,618

(1)サービス開発事業・・・・・・・・ 携帯電話ほかモバイル機器向け組込み型ソフトウェア(例：バー

コードリーダー)の企画・開発及びライセンス販売 

(2)コンテンツ事業・・・・・・・・・ 携帯電話向け有料コンテンツ(例：着メロほか)配信サービス 

(3)システムコンサルティング事業・・ 企業向け戦略コンサルティング、システムコンサルティング及び

システム運用支援サービス 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年８月１日 至 平成18年１月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

２ １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

１株当たり純資産額 18,373.95円 17,668.08円 17,743.73円 

１株当たり中間純利益又は
中間(当期)純損失(△) 

219.58円 △843.68円 △274.88円 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

213.41円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益について

は、１株当たり中間純損

失が計上されているため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損

失が計上されているため

記載しておりません。 

項目 
前中間連結会計期間末
(平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年１月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年7月31日) 

中間連結貸借対照表の純資産
の部の合計額(千円) 

― 1,739,691 1,741,007 

普通株式に係る純資産額(千
円) 

― 1,713,485 1,704,640 

差額の主な内訳(千円)     

新株予約権 ― ― 1,700 

少数株主持分 ― 26,205 34,667 

普通株式の発行済株式数(株) ― 97,215 96,303 

普通株式の自己株式数(株) ― 233 233 

１株当たり純資産の算定に用
いられた普通株式の数(株) 

― 96,982 96,070 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

中間連結損益計算書上の中
間純利益又は中間(当期)純
損失(△)(千円) 

20,841 △81,456 △26,245 

普通株式に係る中間純利益
又は中間(当期)純損失(△)
(千円) 

20,841 △81,456 △26,245 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

94,914 96,548 95,480 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
の内訳(株) 

      

新株予約権 1,066 ― ― 

新株引受権 1,678 ― ― 

普通株式増加数(株) 2,744 ― ― 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,642株) 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,599株) 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,642株) 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

  

    
前中間会計期間末 
(平成18年１月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年１月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           
Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     1,068,791 474,524   784,365 

２ 受取手形     310 ―   ― 

３ 売掛金     218,793 270,411   270,264 

４ 有価証券     147,264 110,329   109,840 

５ たな卸資産     41,415 47,748   22,699 

６ 繰延税金資産     1,992 1,711   959 

７ その他     17,700 90,197   96,329 

  貸倒引当金     △1,735 △2,343   △2,165 

流動資産合計     1,494,532 69.5 992,579 52.1   1,282,293 66.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１   29,915 1.4 36,944 1.9   30,338 1.6

２ 無形固定資産     2,573 0.1 21,921 1.2   29,226 1.5

３ 投資その他の資
産 

          

(1)投資有価証券     461,108 610,798   423,387 

(2)関係会社株式     63,450 63,450   63,450 

(3)長期滞留債権     148,639 148,639   148,639 

(4)保険積立金     ― 101,313   ― 

(5)繰延税金資産     78,739 59,207   69,170 

(6)その他     20,703 17,894   19,162 

  貸倒引当金     △147,787 △147,787   △147,787 
投資その他の 
資産合計 

    624,853 29.0 853,516 44.8   576,023 30.0

固定資産合計     657,343 30.5 912,382 47.9   635,588 33.1

資産合計     2,151,876 100.0 1,904,962 100.0   1,917,881 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 
(平成18年１月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年１月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           
Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金     127,594 151,821   164,956 

２ 短期借入金     200,000 ―   ― 

３ 未払法人税等     16,812 ―   ― 

４ その他 ※２   30,889 25,949   42,271 

流動負債合計     375,297 17.4 177,770 9.3   207,228 10.8

負債合計     375,297 17.4 177,770 9.3   207,228 10.8

            

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     775,631 36.1 ― ―   ― ―

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金     908,148 ―   ― 

資本剰余金合計     908,148 42.2 ― ―   ― ―

Ⅲ 利益剰余金           

１ 任意積立金     848 ―   ― 

２ 中間未処分利益     117,900 ―   ― 

利益剰余金合計     118,748 5.5 ― ―   ― ―
Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    13,728 0.6 ― ―   ― ―

Ⅴ 自己株式     △39,678 △1.8 ― ―   ― ―

資本合計     1,776,578 82.6 ― ―   ― ―

負債・資本合計     2,151,876 100.0 ― ―   ― ―

            
(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     ― ― 814,962 42.8   777,941 40.6

２ 資本剰余金           

(1)資本準備金     ― 948,203   910,458 

資本剰余金合計     ― ― 948,203 49.8   910,458 47.5

３ 利益剰余金           
(1)その他利益剰
余金 

          

特別償却準備
金 

  ―   478 848   

繰越利益剰余
金 

  ― ― △9,326 △8,847 61,521 62,370 

利益剰余金合計     ― ― △8,847 △0.5   62,370 3.2

４ 自己株式     ― ― △39,678 △2.1   △39,678 △2.1

株主資本合計     ― ― 1,714,639 90.0   1,711,092 89.2

Ⅱ 評価・換算差額等           
１ その他有価証券
評価差額金 

    ― ― 12,551 0.7   △2,138 △0.1

評価・換算差額
等合計 

    ― ― 12,551 0.7   △2,138 △0.1

Ⅲ 新株予約権           

１ 新株引受権     ― ― ― ―   1,700 0.1

新株予約権合計     ― ― ― ―   1,700 0.1

純資産合計     ― ― 1,727,191 90.7   1,710,653 89.2
負債・純資産合
計 

    ― ― 1,904,962 100.0   1,917,881 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     507,094 100.0 574,615 100.0   1,062,960 100.0

Ⅱ 売上原価     367,578 72.5 487,808 84.9   866,450 81.5

売上総利益     139,516 27.5 86,807 15.1   196,509 18.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    126,134 24.9 157,185 27.3   234,949 22.1

営業利益又は営業
損失(△) 

    13,381 2.6 △70,378 △12.2   △38,439 △3.6

Ⅳ 営業外収益 ※１   28,289 5.6 8,955 1.6   51,720 4.9

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,861 0.5 321 0.1   3,946 0.4

経常利益又は経常
損失(△) 

    38,809 7.7 △61,744 △10.7   9,335 0.9

Ⅵ 特別利益 ※３   46 0.0 975 0.1   46 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   847 0.2 10,840 1.9   19,554 1.9

税引前中間純利益
又は税引前中間
(当期)純損失(△) 

    38,009 7.5 △71,609 △12.5   △10,172 △1.0

法人税、住民税及
び事業税 

  14,239   475 950   

法人税等調整額   2,349 16,589 3.3 △867 △392 △0.1 23,837 24,787 2.3

中間純利益又は中
間(当期)純損失
(△) 

    21,419 4.2 △71,217 △12.4   △34,959 △3.3

前期繰越利益     96,481 ―   ― 

中間未処分利益     117,900 ―   ― 

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成18年７月31日残高
(千円) 777,941 910,458 910,458 848 61,521 62,370 △39,678 1,711,092

中間会計期間中の変動額       

新株の発行 37,020 37,744 37,744 ― ― ― ― 74,764

中間純損失(△) ― ― ― ― △71,217 △71,217 ― △71,217

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △369 369 ― ― ―

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動
額(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

中間会計期間中の変動額
合計(千円) 37,020 37,744 37,744 △369 △70,848 △71,217 ― 3,547

平成19年１月31日残高
(千円) 814,962 948,203 948,203 478 △9,326 △8,847 △39,678 1,714,639

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 新株引受権

新株予約権
合計 

平成18年７月31日残高
(千円) △2,138 △2,138 1,700 1,700 1,710,653

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 ― ― ― ― 74,764

中間純損失(△) ― ― ― ― △71,217

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動
額(純額) 

14,690 14,690 △1,700 △1,700 12,990

中間会計期間中の変動額
合計(千円) 14,690 14,690 △1,700 △1,700 16,537

平成19年１月31日残高
(千円) 12,551 12,551 ― ― 1,727,191



前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 

資本剰余金
合計 

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 特別償却

準備金 
繰越利益
剰余金 

平成17年７月31日残高
(千円) 688,890 819,804 819,804 1,195 96,134 97,329 ― 1,606,024

事業年度中の変動額       

新株の発行 89,050 90,654 90,654 ― ― ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― ― ― △34,959 △34,959 ― △34,959

特別償却準備金の取崩 ― ― ― △347 347 ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △39,678 △39,678

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計
(千円) 89,050 90,654 90,654 △347 △34,612 △34,959 △39,678 105,067

平成18年７月31日残高
(千円) 777,941 910,458 910,458 848 61,521 62,370 △39,678 1,711,092

  

評価・換算差額等 新株予約権 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 新株引受権

新株予約権
合計 

平成17年７月31日残高

(千円) 3,920 3,920 3,305 3,305 1,613,250

事業年度中の変動額     

新株の発行 ― ― ― ― 179,705

当期純損失(△) ― ― ― ― △34,959

特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

自己株式の取得 ― ― ― ― △39,678

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
(純額) 

△6,059 △6,059 △1,605 △1,605 △7,664

事業年度中の変動額合計

(千円) △6,059 △6,059 △1,605 △1,605 97,403

平成18年７月31日残高

(千円) △2,138 △2,138 1,700 1,700 1,710,653



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

①子会社株式 

同左 

②その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部資本直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定) 

②その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により

算定) 

なお、組込デリバティブ

を区分して測定することが

できない複合金融商品は、

全体を時価評価し、評価差

額を当中間会計期間の損益

に計上しております。ただ

し、全体のリスクが高くな

いと判断した複合金融商品

の評価差額は、純資産の部

に計上しております。 

②その他有価証券 

ａ時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づ

く時価法 

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定) 

ｂ時価のないもの 

移動平均法による原価法 

ｂ時価のないもの 

同左 

ｂ時価のないもの 

同左 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 

個別法による原価法 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 

同左 

(2)たな卸資産 

①仕掛品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

主な耐用年数 

建物   ８～15年 

器具備品 ４～８年 

ただし、建物(建物附属設備

は除く)は、定額法を採用して

おります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法 

主な耐用年数 

のれん   ５年 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 

(2)無形固定資産 

定額法 

ただし、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しております。 



  

  

会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

３ 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等の特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

３ 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は、損益

として処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は、損益とし

て処理しております。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 

  

―――――――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号)を適

用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

  

―――――――――――― 

  

―――――――――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準適用指針第８号)

を適用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、1,708,953千円

であります。 
財務諸表等規則の改正により、当

事業年度における貸借対照表の「純

資産の部」については、改正後の財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

  

―――――――――――― 

  

―――――――――――― 

(自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準等の一部改正) 

当事業年度から、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会

最終改正平成17年12月27日 企業会

計基準第１号)及び「自己株式及び

準備金の額の減少等に関する会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員

会 最終改正平成17年12月27日 企

業会計基準適用指針第２号)を適用

しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 

  

―――――――――――― 

(企業結合に係る会計基準等) 

当中間会計期間から「企業結合に

係る会計基準」(企業会計審議会

平成15年10月31日)及び「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号)並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」(企業会計基準委

員会 最終改正平成18年12月22日

企業会計基準適用指針第10号)を適

用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 

  

―――――――――――― 



  

  

表示方法の変更 

  

  
  
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

  

―――――――――――― 

(繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い) 

当中間会計期間より「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成18年８

月11日 実務対応報告第１号)を適

用しております。 
これによる損益に与える影響は、

ありません。 
中間財務諸表等規則の改正による

中間財務諸表の表示に関する変更

は、以下の通りであります。 
(中間損益計算書) 
営業外費用の主要項目である

「新株発行費」は、当中間連結会

計期間から「新株交付費」として

表示しております。 

  

―――――――――――― 

前中間会計期間
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間においては、投資その他の資産の

「その他」につきその内訳を表示しておりませんでし

たが、「関係会社株式」の重要性が増加したため当中

間会計期間より区分掲記しております。なお、前中間

会計期間末における「関係会社株式」の金額は54,800

千円であります。 
また、前中間会計期間において独立科目として掲記

しておりました「新株引受権」(当中間会計期間1,700

千円)については、金額が僅少となったため、当中間会

計期間より流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

(中間貸借対照表) 

前中間会計期間において独立科目として掲記してお

りました「未払法人税等」(当中間会計期間2,660千円)

については、金額が僅少となったため、当中間会計期

間より流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

前中間会計期間末 
(平成18年１月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年１月31日) 

前事業年度末 
(平成18年７月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

84,744千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

96,461千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

90,115千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２ 消費税等の取扱い 

  

―――――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

  

前事業年度(自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。 

市場買付による増加 233株 

  

(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 64千円
有価証券利息 1,468千円
受取配当金 1,141千円
投資有価証券売却益 15,989千円
保険解約益 7,922千円

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 1,059千円
有価証券利息 175千円
受取配当金 220千円
複合金融商品評価益 3,284千円
業務受託手数料 2,250千円
為替差益 1,959千円

※１ 営業外収益の主要項目 
受取利息 299千円 
有価証券利息 1,140千円 
受取配当金 1,182千円 
投資有価証券売却益 36,594千円 
保険解約益 7,922千円 

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 1,401千円
新株発行費 1,177千円
   

※２ 営業外費用の主要項目 
株式交付費 321千円

※２ 営業外費用の主要項目 
支払利息 1,845千円 
新株発行費 1,231千円 
為替差損 585千円 

※３ 特別利益の主要項目 
固定資産売却益 46千円

※３ 特別利益の主要項目 
新株予約権戻入益 975千円

※３ 特別利益の主要項目 

―――――――――― 

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産除却損 847千円

※４ 特別損失の主要項目 
投資有価証券評価損 10,000千円

※４ 特別損失の主要項目 
投資有価証券評価損 18,600千円 

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 6,028千円
無形固定資産 655千円

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 6,633千円
無形固定資産 2,506千円

 ５ 減価償却実施額 
有形固定資産 12,737千円 
無形固定資産 1,436千円 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 233 ― ― 233

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) ― 233 ― 233

前中間会計期間 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 2,748千円
１年超 4,400千円

合計 7,148千円

  

―――――――――――― 
オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

未経過リース料 

１年内 1,249千円
１年超 4,400千円

合計 5,649千円



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年１月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年１月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年７月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

(注) １ １株当たり純資産額の算定上の基礎 

  

２ １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

１株当たり純資産額 18,516.83円 17,809.40円 17,788.63円 

１株当たり中間純利益又は
１株当たり中間(当期)純損
失(△) 

225.67円 △737.64円 △366.14円 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

219.33円 

潜在株式調整後１株当た

り中間純利益について

は、１株当たり中間純損

失が計上されているため

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益について

は、１株当たり当期純損

失が計上されているため

記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間末
(平成18年１月31日) 

当中間会計期間末
(平成19年１月31日) 

前事業年度末 
(平成18年７月31日) 

中間貸借対照表の純資産の部
の合計額(千円) 

― 1,727,191 1,710,653 

普通株式に係る純資産額(千
円) 

― 1,727,191 1,708,953 

差額の主な内訳(千円)     

新株予約権 ― ― 1,700 

普通株式の発行済株式数(株) ― 97,215 96,303 

普通株式の自己株式数(株) ― 233 233 

１株当たり純資産の算定に用
いられた普通株式の数(株) 

― 96,982 96,070 

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日) 

中間損益計算書上の中間純
利益又は中間(当期)純損失
(△)(千円) 

21,419 △71,217 △34,959 

普通株式に係る中間純利益
又は中間(当期)純損失(△)
(千円) 

21,419 △71,217 △34,959 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式の期中平均株式数
(株) 

94,914 96,548 95,480 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
の内訳(株) 

      

新株予約権 1,066 ― ― 

新株引受権 1,678 ― ― 

普通株式増加数(株) 2,744 ― ― 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益の算
定に含めなかった潜在株式
の概要 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,642株) 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,599株) 

新株予約権３種類 

(新株予約権による潜在

株式の数 1,642株) 



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

  

  

(1) 
自己株券買付状況
報告書 

(平成18年７月度) 
自 平成18年７月１日 
至 平成18年７月31日 

  
平成18年８月２日 
関東財務局長に提出。 

(2) 
自己株券買付状況
報告書 

(平成18年８月度) 
自 平成18年８月１日 
至 平成18年８月31日 

  
平成18年９月７日 
関東財務局長に提出。 

(3) 
自己株券買付状況
報告書 

(平成18年９月度) 
自 平成18年９月１日 
至 平成18年９月30日 

  
平成18年10月３日 
関東財務局長に提出。 

(4) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第７期) 

自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日 

  
平成18年10月30日 
関東財務局長に提出。 



  
  

独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年３月29日

株式会社メディアシーク 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メディアシークの平成17年８月１日から平成18年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年８月１日

から平成18年１月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社メディアシーク及び連結子会社の平成18年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年８月１日から平成18年１月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

優  成  監  査  法  人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  加   藤    善   孝  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  本   間    洋   一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  
  

独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年３月27日

株式会社メディアシーク 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メディアシークの平成18年８月１日から平成19年７月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年８月１日

から平成19年１月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社メディアシーク及び連結子会社の平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成18年８月１日から平成19年１月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

優  成  監  査  法  人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  加   藤    善   孝  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  本   間    洋   一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年３月29日

株式会社メディアシーク 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メディアシークの平成17年８月１日から平成18年７月31日までの第７期事業年度の中間会計期間(平成17年８月１日か

ら平成18年１月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社メディアシークの平成18年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年８

月１日から平成18年１月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

優  成  監  査  法  人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  加   藤    善   孝  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  本   間    洋   一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年３月27日

株式会社メディアシーク 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社メディアシークの平成18年８月１日から平成19年７月31日までの第８期事業年度の中間会計期間(平成18年８月１日か

ら平成19年１月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社メディアシークの平成19年１月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年８

月１日から平成19年１月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

優  成  監  査  法  人 

代表社員 
業務執行社員

  公認会計士  加   藤    善   孝  ㊞ 

業務執行社員   公認会計士  本   間    洋   一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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